

































　委員会の構成は，正委員 201 名です。政府 98 名，労働者側 68 名，使用者側 35 名で構成されて
おり，議長団を政労使から選出しています。
　この委員会に参加した日本の労働者委員は，須田連合総合労働局長，松浦 UA ゼンセン政策・
労働条件局部長，川野 JAM 副書記長の 3 名です。須田連合総合労働局長が正委員です。松浦副委
＊川野英樹（かわの・ひでき）　JAM（ものづくり産業労働組合：Japanese Association of Metal, Machinery and 
Manufacturing Workers）副書記長。1987 年，自動車部品製造会社に就職し 1989 年から労働組合役員に就任。




員の UA ゼンセンは，化学・繊維・サービス・流通を含めて，全体では 157 万人を組織する産業
別労働組合です。非正規労働者も多く，ディーセント・ワークに近い働き方の確保も課題となる組
織です。私の JAM という組織は 35 万人の組織人員を擁していて，製造業，ものづくりの機械金
属及び中小企業というセクターを組織している産業別労働組合です。このような組織の構成内容か
ら UA ゼンセンと JAM から副委員として選出いただいた背景がございます。
　日本の労働者委員の主張を冒頭に申し上げておきますと，ワーカーズミーティングの中における












































































　こうした主張を経た後，政労使各 8 名ずつ，計 24 名で構成した起草委員会が立ち上がりまして， 
6 月 5 日から 8 日まで，結論案を作成するための議論が行われました。
　その後，政労使から修正案が出されて，6 月 9 日から 10 日まで議論を行いました。労使のもう
少し深めた議論が必要だという意見もあったのですが，委員会議長からは，三者合意を最優先にま
とめるということで，われわれも合意形成に向けた議論に参加しました。










元にあるような結論文書（参考資料：後掲）がまとめられ，6 月 12 日の総会本会議にて採択され
ました。
　若干，補足的にお話をさせていただくと，6 月 5 日に，連合の古賀前会長が労働者側を代表して
あいさつをされました。そのなかでは，持続可能性を踏まえた成長戦略と雇用戦略，ILO の 1919
年の宣言にあるように，同一価値労働同一報酬の確保や，自らの働き方を選択できるような働き
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方，人間らしい働き方の実現に向けて，これまで社会対話による価値の確認をし続けたことによっ
て，今の働き方が確立されたというあいさつでした。これからの 100 年も同じく，仕事の未来は絶
え間ない対話によって実現されるものだということで，対話の重要性を主張されました。
　われわれがめざすディーセント・ワークの保障，ディーセント・ワークが確立された働き方を実
現するためには，あくまでも政労使の対話を基にやっていく必要がある，実現していく必要がある
という話が非常に印象に残っておりますので，そうしたことを申し添えつつ，労働者側からの報告
とさせていただきます。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
